
リスク対策.comは、企業（Company）や社会(Community)を守るために必要な、危機
管理や事業継続計画（BCP）の手法、先進事例を伝える専門誌です。

世界規模での気候変動や地殻活動の活発化により、想像を絶するような大規模災害が
各地で起きていますが、高度・複雑化した社会構造により、被害を抑えることはできてい
ません。リスク対策.comでは、国内外の先進的な危機管理の事例を取材し、組織や地
域を守るための具体的な手法を伝えるとともに、こうした活動が社会から評価される新
たな価値社会の創造を提唱しています。

リスク対策.comの読者は、組織・地域を守る立場にある方々です。国、企業、自治体の
首長、経営者、危機管理担当者（防災、リスクマネジメント室、総務、人事、経営企画、
CSR、法務）はじめ、研究者、製品・サービス開発業者、将来危機管理に携る学生など幅
広い方に購読していただいています。2ヵ月に1度発行しておりますが、継続的に購読し
ていただくことで、組織の危機管理体制を定期的に見直すマネジメントの一環にしてい
ただくことが私どもの願いです。定期購読者は、WEB上でも記事を購読でき、さらに過
去のバックナンバーもすべてPDFで閲覧することができます。危機管理に必要なのは
継続した取り組みです。それを支援するのが私どもの雑誌の役割です。
※BCP(BusinessContinuityPlanning)＝事業継続計画

継続は力なり。
危機に強くなるには、継続的に「学ぶ」ことが不可欠です。ぜひ、組織で1冊定期購読を!
定期購読者のみにお知らせするIDとパスワードを弊誌ウェブサイトに入力していただくことで、最新号およびバックナンバーの記事をwebで閲覧で
きます。また、これまで主催したセミナーの動画も、「オンライン教育」で一部無料公開。組織内（原則として自治体・企業に限る）の情報共有などに
ご活用いただけます。

新建新聞社リスク対策.com編集部　Tel.03-3556-5525　risk-t@shinkenpress.co.jp
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地域コミュニティにおける住民及び企業主体の共助による防災計画
～災害対策基本法による地区防災計画制度の創設とその展望～

　2011年3月11日に発生した東日本大震災は、東北地方を中心に大き
な被害をもたらし、大きな教訓を残しました。特に、国民全体が、大規模
広域災害時の公助の限界と自助・共助の重要性を認識することになりま
した。そのような教訓を踏まえ、2013年6月に災害対策基本法が改正さ
れ、新たに地域コミュニティの住民及び企業による自発的な防災活動に
関する計画である「地区防災計画制度」が創設されました。
　同制度は、2014年4月から施行されましたが、同年6月に、産学官民
の有志は、同制度の普及啓発、調査研究等を目的とした「地区防災計画
学会」を結成しました。

　この「地区防災計画制度」は、地域防災力を強化するだけでなく、ソー
シャル・キャピタル的な観点から、地域コミュニティの維持・活性化やま
ちづくりにも寄与するといわれています。また、地域コミュニティにおけ
る自発的な防災制度としては、世界的に見て、かなり先進的な取組です。
　そこで、東日本大震災の被災地である仙台で開催される「国連防災世
界会議パブリックフォーラム」の中で、「地区防災計画学会」の第1回大
会を開催し、東日本大震災等の災害発生時における地域コミュニティに
おける共助による防災活動を振り返りつつ、今後の「地区防災計画制度」
と地域防災力の在り方等について議論を行うこととします。

◆午前の部（9：30～）
基調講演　「地区防災計画制度が創る未来～世界への発信に向けて～」

室﨑益輝　神戸大学名誉教授・地区防災計画学会会長
パネル①　「コミュニティからみた東日本大震災と世界の大規模広域災害」

司　　会：矢守克也 京都大学防災研究所教授・地区防災計画学会副会長
パネラー：室﨑益輝　神戸大学名誉教授・地区防災計画学会会長

田中重好　名古屋大学大学院環境学研究科教授
小出　治　東京大学大学院工学研究科教授
渡辺研司　名古屋工業大学大学院教授
西澤雅道　内閣府規制改革推進室総括補佐

ゲ ス ト：伍　国春　中国地震局地球物理研究所副研究員
　
パネル②　「女性と子供が育む地区防災計画」

司　　会：磯打千雅子　香川大学　危機管理研究センター 特命准教授
矢守克也　京都大学防災研究所教授　
筒井智士　NTT東日本（前内閣府）ほか

◆午後の部（14：00～）
会員の先生方による個人発表のほか、以下のゲストによる講演を予定しています。

ゲスト講演①　「中国の地域コミュニティにおける共助による防災活動」（仮題）
伍　国春　中国地震局地球物理研究所副研究員

ゲスト講演②　「東日本大震災を踏まえた大槌町の地区防災計画」（仮題）
碇川　豊　大槌町長

ゲスト講演③　「津波による壊滅被害からの再生　地域貢献とBCP」（仮題）
星野　豊（株）オイルプラントナトリ代表取締役

【同時開催】内閣府モデル事業報告会　15のモデル地区が発表

スケジュール

宮城県民会館
（東京エレクトロンホール宮城）
〒980-0803 仙台市青葉区国分町3-3-7

TEL：022-225-8641

会　場

2015年3月14日（土）
開 催 日

大会参加の皆様との交流の場を設けます。
（事前登録制）

懇 親 の 部

参加申し込みは不要です。直接会場へお越し
ください。本件への問い合わせは、地区防災
計画学会事務局まで。

地区防災計画学会事務局
〒530-0001 大阪市北区梅田1-3-1-800 大阪駅前
第1ビル8階 一般財団法人関西情報センター 気付
TEL : 06-6346-2981 / FAX : 06-6346-2443
MAIL : info@gakkai.chiku-bousai.jp

申 込 み・問 合 せ

2015年3月14日国連防災世界会議
地区防災計画学会第1回大会
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